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中国におけるカーボンニュートラルの動向 

 中国のカーボンニュートラル（以下、CN） 関連の政府動向について 

習近平国家主席は 2020 年 9 月に「二酸化炭素排出量を 2030 年までに、カーボンピークアウトすることを

目指し、2060 年までに CN を目指す」と宣言。先日の第 14 期全国人民代表大会第 1 回全体会議（以下、 

全人代）の冒頭でも、グリーン発展について強調されており、エネルギー消費量目標について「引き続き低下

させ、化石エネルギーをコントロールする」とした。 

発表されている政策は、各企業への CO2 削減を強制的に実施させる内容ではないものの、中資系・欧米

系企業を中心にサプライチェーン全体での CN 推進が進むなかで、最近は日系企業へも対応が求められて

いる状況である。 

また図表①は中国のクリーンエネルギー（太陽光+風力）発電量の見通しを示しており、2030 年には既存

のエネルギー発電量を上回る予想。国家主導でのクリーンエネルギーを軸とした CN 対応は、今後も想定 

以上のスピードで進んでいくだろう。 

 

 

 

 

 

  

 

 中国内でのサプライチェーンにおける CN の対応状況 

サプライチェーンで発生する温室効果ガスの排出量管理として、Scope1～3 までを把握・管理し、対外的

に開示する動きが世界的に強まっている。中国国有企業や在中国の欧米系企業についても同様の動きが

みられ、今後さらにサプライチェーン全体での CO2 の削減が求められることが予想される。 

 

 

 

青色：クリーンエネルギー  

黄色：非クリーンエネルギー 

※クリーンエネルギー値は、太陽光+風力+原子力の合計値 

 

（出所）公開情報より弊行作成 

【図表①】 中国のクリーンエネルギー発電量の実績と将来見通し 

（出所）環境省「グリーンバリューチェーンプラットフォーム」より弊行作成 

【図表②】  サプライチェーン排出量と Scope 毎の削減方向性 
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■ 実施時期： 2022 年 6 月～2023 年 2 月          ■ 対象： 中国所在の日系企業 
■ 実施方式： インタビュー形式（原則）                ■ 有効回答： 90Gr  

企業の CN への取組み状況 

 中国における日系企業の CN への取組み状況  

弊行のお取引先 90Gr に対し、足許の CN 取組みに関するアンケートを実施。 

中国における CN の取り組み状況については、各社で異なるものの、中国現法での CN 目標がある企業

は全体の 20%に留まる。CO2 の測定（P4）についても実施済の企業は 27%となっており、大半の日系企業

がこれから CO2 の測定及び CN 目標設定の検討を行っていくフェーズである。 

 一方で、在中国の欧米企業からサプライヤーに対する脱炭素要請も出てきており、今後日系企業について

も、サプライチェーン全体での脱炭素への取り組みが求められる可能性が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【図表③】  アンケート実施概要 

１．CN 目標有無について（グローバル目標/中国目標） 
／有効回答社数：90Gr 

２．中国現法での CN 取り組み有無について 

／有効回答社数：90Gr 

３．中国での CN 目標がある場合、期限はいつですか？ 

／有効回答社数：18Gr 

 

４．(問 2 で「ある」または「検討中」の場合）取り組む理由は 

何ですか（複数回答有） ／有効回答社数：53Gr 

（出所）弊行作成 
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2030 年の目標達成。CO2 は毎年 2%削減させる。統括会社は各現法に

エネルギー消耗基礎データを要求。統一した CO2 数値の集計、分析を

し、工場での CO2 削減の戦略を立てる。（精密機器） 

グローバル目標達成に向けた現地での取り組み強化。IREC は導入して

いる。現在、中国現地での CN 目標はないが、議論は開始。商品開発に

ついても、SDGs を意識したものになってきている（日用品） 

日系 OEM から具体的な要請はほぼないが、欧米や中資系

OEMからの要請を受け、IREC の購入を行っている。今後中国  

でも対応は求められる可能性が高い（自動車部品） 

グローバル・現法ともに CN 目標はある。2025 年には社内の GHG 排出

量目標を達成させ、2050 年にはグローバルでの CN 目標を達成させる。 

現地でもその取り組みは加速している（電機） 

現時点では、グローバル・中国現地とともに CN 目標はない

が、地球温暖化問題の深刻化に伴い、社内に当事者意識が芽

生えてきている。今、何をやるか検討中（半導体商社） 

Apple より再エネ電力を使用した生産を求められおり、既存の製造現法

でグリーン電力の導入を決めた。2023 年は昨年よりその比率を高める予

定。2025 年には再エネ比率を 40%にする予定（電子部品） 

 

（出所）日系企業へのアンケート結果より弊行作成 

（出所）弊行作成 

６．CO2 排出量測定を行っていますか。 

／有効回答社数：90Gr 

 

５．下記のうち、興味・関心のある取り組みはありますか。 

（複数回答有）／有効回答社数：84Gr 
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７．省エネ機器の入れ替えを行っていますか。 

／有効回答社数：90Gr 

８．（問 6 で）「ある」または「検討中」の場合）入れ替え予定・

もしくは検討中の設備をお選びください／内 34Gｒ 

 

９．太陽光発電の設備を設置していますか。 

／有効回答社数：83Gr 

１０．問 9 で「ある」または「検討中」の場合、下記の 

どのパターンですか（複数回答有）／有効回答社数：23Gr 

１１．環境証書（I-REC、中国緑証など）を購入しています

か。／有効回答社数：83Gr 

１２．グリーン電力を調達していますか。 

／有効回答社数：83Gr 

（出所）弊行作成 
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まとめ 

 CN の実現に向けた対応方法について 

中国での CN を実現するためには、自社の CO2 排出量を把握し、その上で CO2 排出量を減少させる  

こと、同吸収量を増加させること（CCUS 技術の活用等）が肝要である。CO2 排出量を減少させる点では、  

自社にて削減可能な方法と、外部購入を通じた削減方法に大別される（図表④）。その具体的な取り組み  

としては、省エネ機器への切り替え、電源切り替えとしての太陽光発電設備の導入、グリーン電力購入や 

グリーン証書購入が挙げられる。 

中国における日系企業についても、直近 1 年間において、省エネ機器および太陽光発電の導入に関する

ご相談や、グリーン電力やグリーン証書の購入に関するご相談が増えてきている状況。また一部の日系  

企業については、地方別の炭素排出権市場への加入を求められ、CO2 削減の要請を受けているといった

声も上がっている。 

 最後に 

中国でも欧米企業を中心にサプライチェーンでの脱炭素化要請が高まるなか、中国における日系企業の

CN 取組み状況については、前頁アンケートの結果の通り。各社によって異なるものの大半の企業が CO2

の測定および削減計画策定の段階であり、早急な対応が必要である状況。まずは CO2 排出量の測定を 

行い、いつまでに、どの工程で、どう削減するのか、ロードマップの策定が重要であると考えられる。 

グローバルでの CN 対応が迫られるなか、中国においても同様の動きが見られ、各業界においてサプライ

ヤー選定における重要な事項の 1 つとなりつつある。将来を見据え、自社の競争優位性を保ち、更には CN

対応を事業拡大のチャンスとすべく、足許コストをかけてでも対応すべき事項である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表④】  CN 実現に向けた取り組み（打ち手） 

（出所）弊行作成 

カーボンニュートラル実現に向けた取り組み（一例） 
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Appendix 

 弊行とグリーン発展連盟との MOU 締結について 

2023 年 2 月に開催された、第 16 回日中省エネルギー・環境総合フォーラムにて、弊行は国家級経済  

技術開発区グリーン発展連盟（以下、グリーン発展連盟）との MOU 締結を対外発表。今後は、グリーン発展

連盟と協働しながら、CN 自社対応におけるサービスを展開予定。 

国家級経済技術開発区グリーン発展連盟に関する概要は以下の通り。 

 

 

弊行は国家級経済技術開発区グリーン発展連盟（以下、

グリーン発展連盟）との間で、中国におけるカーボンニュー 

トラルの促進に関する業務協力協定を締結。日本の金融 

機関がグリーン発展連盟と協定を結ぶのは初となる。 

本協定により低炭素化、GHG 排出量の可視化、カーボン

フットプリントなどの分野を中心とした顧客の投資・研究開発

へのサポートの拡充、グリーン分野における日中企業連携

を促進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

（注）1.「Science Based Targets」の略称で、パリ協定が求める水準と整合した、5 年～15 年先を目標年として企業が設定する、温室効果ガス排出

削減目標のこと。 

MUFG とグリーン発展連盟との連携 

第 16 回日中省エネルギー・環境総合フォーラムにて、 

弊行はグリーン発展連盟との MOU 締結を発表 

【図表⑤】 CN 自社対応のロードマップ及び具体的な取り組み（一般論） 

炭素排出量測定を 

通じた自社把握 

CN 実現に関する 

目標設定 

具体的な取り組み 

の導入 

①GHG 排出量の測定 

②炭素排出権取引の契約履行

に向けた測定 

③ISO14064 認証 

④SBT 注 1 設定 

⑤カーボンピークアウト、  

カーボンニュートラルに向けた

自社対応ロードマップの策定 

⑥エネルギー管理強化 

⑦再エネ電源の導入 

 （太陽光など） 

⑧グリーン物流 

⑨グリーン建築 

⑩社内人材育成 

⑪グリーン電力調達 

⑫グリーン証書調達 

⑬炭素排出権調達 

⑭CCER 調達 

⑮CN 認証 

⑯カーボンフットプリント認証 

⑰グリーン工場認証 

⑱グリーン製品認証 

外部購入による 

カーボンオフセット 

CN の実現 

（認定） 

（出所）グリーン発展連盟へのヒアリングを基に弊行作成 

※赤字部分はグリーン発展連盟

による対応が可能 
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